
○耐震診断が義務付けられた建築物の耐震診断を、平成 25年 11 月 25 日以降に実施する場合

は、「耐震診断資格者」が行わなければなりません。 

「耐震診断資格者」とは、次のいずれかの要件を満たす者をいいます。 

1. 登録資格者講習を修了した一級建築士、二級建築士又は木造建築士（建築物の耐震改修

の促進に関する法律施行規則（以下「省令」）第 5条第 1項第 1号）  

2. そのほか国土交通大臣が定めた者（省令第 5条第 1項第 2号、平成 25年国土交通省告

示第 1057 号、平成 26年国住指第 960 号）  

 

 

 

○建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則（抜粋） 

 

（要安全確認計画記載建築物の耐震診断及びその結果の報告） 

第五条 法第七条の規定により行う耐震診断は、次の各号のいずれかに掲げる者に行わせるも

のとする。 

一 一級建築士（建築士法（昭和二十五年法律第二百二号）第二条第二項に規定する一級建築

士をいう。第八条第一項第一号において同じ。）、二級建築士（同法第二条第三項に規定す

る二級建築士をいう。第八条第一項第一号において同じ。）又は木造建築士（同法第二条第

四項に規定する木造建築士をいう。第八条第一項第一号において同じ。）（国土交通大臣が

定める要件を満たす者に限る。）であり、かつ、耐震診断を行う者として必要な知識及び技 

能を修得させるための講習であって、次条から第八条までの規定により国土交通大臣の登録

を受けたもの（木造の構造部分を有する建築物の耐震診断にあっては木造耐震診断資格者講

習、鉄骨造の構造部分を有する建築物の耐震診断にあっては鉄骨造耐震診断資格者講習、鉄

筋コンクリート造の構造部分を有する建築物の耐震診断にあっては鉄筋コンクリート造耐震

診断資格者講習、鉄骨鉄筋コンクリート造の構造部分を有する建築物の耐震診断にあっては

鉄骨鉄筋コンクリート造耐震診断資格者講習、木造、鉄骨造、鉄筋コンクリート造及び鉄骨

鉄筋コンクリート造以外の構造部分を有する建築物にあっては鉄筋コンクリート造耐震診断

資格者講習又は鉄骨鉄筋コンクリート造耐震診断資格者講習に限る。以下「登録資格者講習」

という。）を修了した者（建築士法第三条第一項、第三条の二第一項若しくは第三条の三第

一項に規定する建築物又は同法第三条の二第三項（同法第三条の三第二項において準用する

場合を含む。）の規定に基づく条例に規定する建築物について耐震診断を行わせる場合にあ

っては、それぞれ当該各条に規定する建築士に限る。以下「耐震診断資格者」という。） 

二 前号に掲げる者のほか国土交通大臣が定める者 
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